
（単位：円）

貸借対照表
令和03年03月31日 現在

株式会社　Fun Japan Communications

資産の部

科目 金額

【流動資産】 393,119,547

現金及び預金 208,217,770

売掛金 174,756,280

商品 194,228

プロジェクト費用 2,259,332

前払金 121,232

未収入金 4,188,476

前払費用 3,381,729

預け金 500

【固定資産】 361,231,866

有形固定資産 740,652

建物 2

建物附属設備 476,163

器具備品 264,487

無形固定資産 329,889,214

ソフトウェア 199,014,242

のれん 130,874,972

投資その他の資産 30,602,000

差入保証金 30,602,000

  

  

  

  

  

資産の部合計 754,351,413

負債の部

科目 金額

【流動負債】 558,242,970

買掛金 48,313,814

短期借入金 450,000,000

未払金 18,816,694

未払費用 16,031,442

前受金 4,620,000

預り金 2,167,620

未払消費税等 17,343,400

未払法人税等 950,000

【固定負債】 47,300,000

長期借入金 40,000,000

資産除去債務 7,300,000

負債の部合計 605,542,970

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 148,808,443

資本金 100,000,000

資本剰余金 1,092,721,040

資本準備金 1,092,721,040

利益剰余金 △1,043,912,597

その他利益剰余金 △1,043,912,597

繰越利益剰余金 △1,043,912,597

（うち当期純利益） 56,669,033

純資産の部合計 148,808,443

負債・純資産の部合計 754,351,413



個別注記表

自 令和02年04月01日

至 令和03年03月31日

株式会社　Fun Japan Communications

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        

１．この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　商品…個別法による原価法 

　　　プロジェクト費用…個別法による原価法      

（２）固定資産の減価償却の方法

          ①有形固定資産…定率法を採用しております。ただし、建物及び附属設備については定額法を採用

　　　　　　　　　　　　　しております。

          ②無形固定資産…定額法を採用しております。

　　　　　③一括償却資産…取得価額10万以上20万円未満の有形固定資産及び無形固定資産は3年間の均等償却

　　　　　　　　　　　　　としております。

　　　　　なお、主な耐用年数は次の通りです。

　　　　　　建物、附属設備…3年〜6年

　　　　　　器具備品…3年〜6年

　　　　　　自社利用のソフトウェア…5年

　　　　　　のれん…8年

（３）収益及び費用の計上基準

         　収益は完成基準もしくは検収基準を適用しております。費用は、その支出に基づいた金額を収益

　　　　　 に対応させて、発生した期間に応じて計上しております。

             

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

         　①消費税等の会計処理

             消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっております。

３．貸借対照表に関する注記

      

　　　（１）固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　有形固定資産の減価償却累計額　                     　   　17,532,358円

　　　

　　　（２）関係会社に対する債権及び債務

　　　　　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,475,376円

　　　　　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 379,016,546円

３．損益計算書に関する注記

　　　　関係会社との取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　営業取引による取引高

　　　　　　　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　292,960,730円

　　　　　　　　　仕入高・販管費及び一般管理費　　　　　　　　　　　　　37,535,144円



　　　　　　　　営業取引以外の取引による取引高

　　　　　　　　　営業外費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   627,449円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　　（１）当事業年度末における発行済み株式の数 　　　　　　　            　 15,000株

　　　　　発行株式はいずれもすべて普通株式であります。

　　（２）剰余金の配当に関する事項

　　　　　①配当金支払額等

　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　②基準日が当事業年度末に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

　　　　　　該当事項はありません。

５．一株当たり情報に関する注記

　　　一株当たり純資産額　　　　                                            9,920円56銭

　　　一株当たり当期純利益金額                                              3,777円93銭　　

６．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はございません。

　                          

　　　　　                                                                    以上


